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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第74期
第３四半期
累計期間

第74期
第３四半期
会計期間

第73期

会計期間
自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日

自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日

自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日

売上高 (千円) 18,350,102 7,518,599 23,987,002

経常利益 (千円) 617,063 492,252 707,746

四半期(当期)純利益又は四半期
純損失(△)

(千円) △292,689 119,474 325,265

持分法を適用した場合の投資利
益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) ― 569,375 569,375

発行済株式総数 (株) ― 3,432,475 3,432,475

純資産額 (千円) ― 3,424,227 3,722,406

総資産額 (千円) ― 13,624,589 12,885,894

１株当たり純資産額 (円) ― 999.95 1,087.01

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △85.47 34.89 94.98

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 25.00

自己資本比率 (％) ― 25.1 28.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,009,048 ― 71,154

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △30,303 ― △506,002

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △85,558 ― △81,931

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,040,964 2,165,874

従業員数 (名) ― 376 381

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　従業員数は就業人員数を記載しております。

　　　３　当社は、関連会社がないため、持分法についての該当事項はありません。

　　　４　当社は、潜在株式が存在せず、また、当第３四半期累計期間においては１株当たり四半期純損失であるた　　め、潜

在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社において営まれる事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(名) 376(33)

(注)１　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

　　２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員(１日7.5時間換算)であります。

　　３　臨時従業員には、パートタイマー、顧問及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　

(1) 受注実績

当第３四半期会計期間における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。
　

品目別 受注高(千円) 受注残高(千円)

制御・情報機器システム 3,085,866 5,227,931

計測器 850,225 323,926

分析機器 1,126,330 659,699

産業機器その他 412,933 673,557

合計 5,475,356 6,885,115

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。
　

品目別 販売高(千円)

制御・情報機器システム 3,846,528

計測器 1,128,435

分析機器 1,269,575

産業機器その他 1,274,060

合計 7,518,599

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

該当する相手先がないため、記載を省略しております。

３　当社は、通常の営業形態として第３四半期会計期間に売上が集中する季節的変動があります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（１）経営成績の分析

　　　　当第３四半期会計期間（平成21年１月１日～平成21年３月31日）におけるわが国経済は、米国におけるサブプライ

ムローン問題に端を発する金融危機が世界的な広がりを見せる中で、実体経済にも急速にその影響が及び、自動

車産業の減産や販売不振、民間設備投資の減少など、本格的な不況の様相を呈してまいりました。原油や資源・素

材価格の高騰は収まりつつありますが、為替の変動や株式市場の低迷による金融市場の収縮等もあり、わが国を

取り巻く環境はさらに厳しくなるとともに不透明さを増してまいりました。

　当計測・制御業界におきましても、公共、エネルギーなどの分野は、比較的堅調を維持しているものの、半導体、

自動車をはじめとした各業種において景気減速による設備投資の減少傾向が顕著となりました。

　このような環境下、当社は安定した需要が見込める上水道、都市ガス、電力等の公益事業関連に加え、環境対応の

研究開発が活発な自動車関連やタイヤ・建設機械などの新分野へも積極的な販売活動を展開してまいりました。

　以上の結果、第３四半期会計期間の受注高は54億75百万円、売上高75億18百万円、営業利益４億91百万円、経常利

益４億92百万円となりました。

　第３四半期会計期間の四半期純利益につきましては、第３四半期会計期間末において保有有価証券のうち、時価

が著しく下落した有価証券に対し、減損処理による有価証券評価損１億56百万円を計上したこともあり、１億19

百万円となりました。

　

　　　部門別の概況は、次の通りであります。

　　　制御・情報機器システム部門

　　　　当部門につきましては、上水道、都市ガス、電力などで設備更新需要が堅調であり、受注高は30億85百万円、売上高は

３月年度末工期の案件が多く38億46百万円となりました。

　　　計測器部門

　　　　当部門につきましては、環境試験装置などのセットメーカー向けや半導体装置関連が低調であり、受注高は８億50

百万円、売上高は11億28百万円となりました。

　　　分析機器部門

　当部門につきましては、民間研究開発部門における予算の凍結、先送り等の影響があり、受注高は11億26百万円、

売上高は12億69百万円となりました。

産業機器その他部門

　当部門につきましては、自動車関連の研究開発予算の凍結等の影響もあり、受注高は４億12百万円となりました

が、前四半期までに受注した案件が当四半期会計期間に完成したこともあり売上高は12億74百万円となりまし

た。

　

（２）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べて12.3％増加し117億25百万円となりました。これは、現金及び預金 

が11億24百万円減少した一方、受取手形及び売掛金が15億58百万円、たな卸資産が８億１百万円増加した 

ことなどによるものであります。 

　固定資産は、前事業年度末に比べて22.2％減少し18億98百万円となりました。これは、主として投資有 

価証券が４億48百万円減少したことによるものであります。 

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて5.7％増加し136億24百万円となりました。

（負債）

　流動負債は、前事業年度末に比べて12.3％増加し93億66百万円となりました。これは、買掛金が９億99

百万円、前受金が１億６百万円増加したことなどによるものであります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて1.2％増加し８億33百万円となりました。これは退職給付引当金の

増加によるものであります。

　この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて11.3％増加し102億円となりました。

（純資産）

　純資産合計は、前事業年度末に比べて8.0％減少し34億24百万円となりました。これは、主として利益

剰余金の減少によるものであります。
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（３）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半期会計期間末

に比べ、５億86百万円増加し、10億40百万円となりました。

　当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な変動の要因は次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間における営業活動により、５億93百万円の資金収入となりました。

税引前四半期純利益３億35百万円や仕入債務の増加15億26百万円があった一方、売上債権の増加12億45百万円が

あった為であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間における投資活動により、５百万円の資金支出となりました。

これは主に無形固定資産の取得による支出１百万円と、投資有価証券の取得による支出２百万円によるものであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間における財務活動による主な資金収支は、短期借入れによる収入６億円と、短期借入金の

返済による支出６億円のみでした。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた

課題はありません。

　

（５）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等について重要な変更は

ありません。また、当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、

売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,432,475 3,432,475
ジャスダック証券
取引所

単元株式数は100株でありま
す。

計 3,432,475 3,432,475― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年１月１日～
平成21年３月31日

― 3,432,475 ― 569,375 ─ 814,474
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(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成20年12月31日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　8,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,423,800
34,238 ―

単元未満株式
普通株式

675
― ―

発行済株式総数 3,432,475― ―

総株主の議決権 ― 34,238 ―

(注)　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
西川計測株式会社

東京都港区三田３-13-16 8,000 ― 8,000 0.23

計 ― 8,000 ― 8,000 0.23

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　７月

　
　８月

　
９月 　10月

　
　11月

　
12月

平成21年　
　１月

　
　２月

　
３月

最高(円) 819 750 749 708 640 630 628 588 577

最低(円) 720 675 654 500 566 550 550 505 510

(注)　ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第３四半期会計期間(平成21年１月１日から平成21年３月31日まで)及び当第３四半期累計期間

(平成20年７月１日から平成21年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令50号)附則第６条第１項第５号のただし

書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間(平成21年１月１日か

ら平成21年３月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成20年７月１日から平成21年３月31日まで)に係

る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成21年3月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年6月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,040,964 2,165,874

受取手形及び売掛金 8,724,943 7,166,737

商品及び製品 1,696,932 895,827

前払費用 35,819 36,675

繰延税金資産 96,428 51,839

その他 137,328 129,410

貸倒引当金 △6,753 △1,763

流動資産合計 11,725,663 10,444,601

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 163,583 172,821

機械及び装置（純額） 2,600 3,276

工具、器具及び備品（純額） 28,447 31,907

土地 6,172 6,172

リース資産 2,621 －

有形固定資産合計 ※
 203,425

※
 214,177

無形固定資産

ソフトウエア 32,383 39,523

電話加入権 12,083 12,083

特許権 850 962

無形固定資産合計 45,316 52,569

投資その他の資産

投資有価証券 467,532 916,254

破産更生債権等 14,136 510

長期前払費用 43 164

繰延税金資産 301,473 383,931

差入保証金 335,889 336,181

役員に対する保険積立金 541,171 534,589

入会金 3,400 3,400

貸倒引当金 △13,463 △486

投資その他の資産合計 1,650,183 2,174,545

固定資産合計 1,898,925 2,441,293

資産合計 13,624,589 12,885,894
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(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成21年3月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年6月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 8,223,542 7,223,716

未払金 77,720 105,862

未払費用 92,380 87,616

未払法人税等 289,777 392,861

未払消費税等 44,906 60,493

前受金 448,958 342,056

預り金 18,823 87,052

賞与引当金 126,900 －

役員賞与引当金 37,116 34,078

工事損失引当金 1,282 －

リース債務 616 －

その他 4,593 6,232

流動負債合計 9,366,618 8,339,969

固定負債

退職給付引当金 745,943 737,723

長期未払金 85,795 85,795

リース債務 2,004 －

固定負債合計 833,742 823,518

負債合計 10,200,361 9,163,487

純資産の部

株主資本

資本金 569,375 569,375

資本剰余金 815,226 815,226

利益剰余金 2,031,866 2,410,166

自己株式 △3,502 △3,461

株主資本合計 3,412,964 3,791,306

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 11,262 △68,900

評価・換算差額等合計 11,262 △68,900

純資産合計 3,424,227 3,722,406

負債純資産合計 13,624,589 12,885,894
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(2)【四半期損益計算書】
　【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期累計期間
(自 平成20年7月１日
 至 平成21年3月31日)

売上高 ※
 18,350,102

売上原価 15,366,436

売上総利益 2,983,665

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 17,553

広告宣伝費 9,878

支払手数料 69,106

受注前活動費 188,603

交通費 88,326

貸倒引当金繰入額 17,966

役員報酬 90,900

役員賞与引当金繰入額 37,116

給料及び手当 1,162,698

退職給付費用 55,953

福利厚生費 170,529

交際費 20,704

通信費 36,742

消耗品費 39,368

租税公課 25,727

賃借料 263,970

減価償却費 22,445

その他 61,013

販売費及び一般管理費合計 2,378,604

営業利益 605,061

営業外収益

受取利息 1,182

受取配当金 9,968

その他 3,939

営業外収益合計 15,090

営業外費用

支払利息 2,989

その他 99

営業外費用合計 3,088

経常利益 617,063

特別利益

投資有価証券売却益 335

特別利益合計 335

特別損失

投資有価証券評価損 593,936

特別損失合計 593,936

税引前四半期純利益 23,461

法人税、住民税及び事業税 333,741

法人税等調整額 △17,590

法人税等合計 316,151

四半期純損失（△） △292,689
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　【第３四半期会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期会計期間
(自 平成21年1月１日
 至 平成21年3月31日)

売上高 ※
 7,518,599

売上原価 6,263,583

売上総利益 1,255,016

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 5,018

広告宣伝費 412

支払手数料 25,418

受注前活動費 50,476

交通費 27,191

貸倒引当金繰入額 18,563

役員報酬 30,300

役員賞与引当金繰入額 27,071

給料及び手当 358,139

退職給付費用 18,604

福利厚生費 54,713

交際費 4,697

通信費 11,636

消耗品費 10,663

租税公課 10,311

賃借料 86,540

減価償却費 7,680

その他 16,105

販売費及び一般管理費合計 763,545

営業利益 491,470

営業外収益

受取利息 200

受取配当金 34

保険事務手数料 706

その他 624

営業外収益合計 1,566

営業外費用

支払利息 734

その他 49

営業外費用合計 784

経常利益 492,252

特別損失

投資有価証券評価損 156,588

特別損失合計 156,588

税引前四半期純利益 335,663

法人税、住民税及び事業税 281,917

法人税等調整額 △65,728

法人税等合計 216,189

四半期純利益 119,474
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期累計期間
(自 平成20年７月１日
 至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 23,461

減価償却費 34,731

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,219

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,966

工事損失引当金の増減額（△は減少） 1,282

賞与引当金の増減額（△は減少） 126,900

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 3,038

受取利息及び受取配当金 △11,151

支払利息 2,989

投資有価証券売却損益（△は益） △335

投資有価証券評価損益（△は益） 593,936

売上債権の増減額（△は増加） △1,558,206

たな卸資産の増減額（△は増加） △801,105

仕入債務の増減額（△は減少） 999,826

前渡金の増減額（△は増加） △11,445

前受金の増減額（△は減少） 106,902

未払金の増減額（△は減少） △27,927

未払消費税等の増減額（△は減少） △15,586

その他 △79,739

小計 △586,242

利息及び配当金の受取額 11,151

利息の支払額 △2,989

法人税等の支払額 △430,967

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,009,048

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △8,271

無形固定資産の取得による支出 △6,234

投資有価証券の取得による支出 △9,866

投資有価証券の売却による収入 609

貸付けによる支出 △500

貸付金の回収による収入 250

差入保証金の差入による支出 △1,670

差入保証金の回収による収入 1,962

その他 △6,581

投資活動によるキャッシュ・フロー △30,303

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,600,000

短期借入金の返済による支出 △1,600,000

リース債務の返済による支出 △462

自己株式の取得による支出 △41

配当金の支払額 △85,054

財務活動によるキャッシュ・フロー △85,558

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,124,910

現金及び現金同等物の期首残高 2,165,874

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,040,964
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期累計期間

(自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日)

１　会計方針の変更

　（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第１四半期会計期間よ

り適用し、評価基準については原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しておりま

す。なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

　（2）リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（平成19年３月30日改正　企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（平成19年３月30日改正　企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）））を第１四半期会計期

間より早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理から通常の売買取引に準じた会計処理に変更しております。また、リース資産の減価償却の方法は、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期累計期間

(自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日)

１　棚卸資産の評価方法

当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法によっております。

 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

 

３　経過勘定項目の算定方法

固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについては、合理的な算定方法による概算額で計上

する方法によっております。

 

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目を重要なものに限定する方法によっております。

 

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期累計期間

(自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第３四半期会計期間末
(平成21年３月31日)

前事業年度末
(平成20年６月30日)

※　有形固定資産の減価償却累計額　　484,766千円
 

※　有形固定資産の減価償却累計額　　465,059千円
 

　

EDINET提出書類

西川計測株式会社(E02847)

四半期報告書

18/25



(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

　
当第３四半期累計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成21年３月31日)

※当社は通常の営業形態として、第３四半期会計期間の

納入、工事完了が集中するため、第３四半期会計期間の

売上高及び営業費用が他の四半期会計期間と比較して

多くなる傾向にあります。

　

第３四半期会計期間

　
当第３四半期会計期間
(自　平成21年１月１日 
 至　平成21年３月31日)

※当社は通常の営業形態として、第３四半期会計期間の

納入、工事完了が集中するため、第３四半期会計期間の

売上高及び営業費用が他の四半期会計期間と比較して

多くなる傾向にあります。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期累計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成21年３月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,040,964千円

現金及び現金同等物 1,040,964千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成21年３月31日）及び当第３四半期累計期間(自　平成20年７月１日　至　平成

21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 3,432,475

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 8,080

　

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年9月26日
定時株主総会

普通株式 85,611 25.00平成20年６月30日 平成20年９月29日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち平成20年６月30日までの事業年度に属する取引につ

いて、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期会計期間末における

リース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

当第３四半期会計期間末(平成21年３月31日）

その他有価証券で時価のあるものが、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

事業年度の末日と比較して著しい変動が認められます。

区分
取得原価　　　　　　　
（千円）

四半期貸借対照表　
　　　　　計上額（千

円）

差額　　　　　　（千
円）

　　　株式 446,964 466,396 19,432

計 446,964 466,396 19,432

　　(注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当第３四半期累計期間において、その他有価証

券で時価のあるものについて593,451千円減損処理を行っております。

　なお、減損処理にあたりましては、四半期末における時価が、取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認

められた額について減損処理を行っております。

 

(デリバティブ取引関係)

為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。

なお、当社は関連会社がありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
(平成21年３月31日)

前事業年度末
(平成20年６月30日)

　 　

　 999.95円
　

　 　

　 1,087.01円
　

　

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失

第３四半期累計期間

当第３四半期累計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成21年３月31日)

１株当たり四半期純損失 △85.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －
　

(注)　１．当第３四半期累計期間においては、潜在株式が存在せず、１株当たり四半期純損失であるため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益について記載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期累計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成21年３月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) △292,689

普通株式に係る四半期純損失(千円) △292,689

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,424

　

第３四半期会計期間

当第３四半期会計期間
(自　平成21年１月１日 
 至　平成21年３月31日)

１株当たり四半期純利益 34.89円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －
　

(注)　１．当第３四半期会計期間においては、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ

いて記載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期会計期間
(自　平成21年１月１日 
 至　平成21年３月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 119,474

普通株式に係る四半期純利益(千円) 119,474

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,424

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年５月14日

西川計測株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　西　　田　　英　　樹　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　内　　田　　英　　仁　　印

　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西川

計測株式会社の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第74期事業年度の第３四半期会計期間(平成

21年１月１日から平成21年３月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成20年７月１日から平成21年３月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、西川計測株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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